
Ⅰ 利 用 者 の た め に

１ 調査の目的

工業統計調査は、わが国における製造業に属する事業所を対象に調査するもので、製造業の実態を

明らかにすることを目的とする。

２ 調査の法的根拠

この調査は、統計法（昭和２２年法律第１８号）に基づく「指定統計調査」（指定統計第１０号）

であり、工業統計調査規則（昭和２６年通商産業省令第８１号）によって実施される。

３ 調査の期日

平成20年工業統計調査は、平成20年12月31日現在で実施した。

４ 調査の範囲

日本標準産業分類（平成１９年総務省告示第６１８号）に掲げる「大分類Ｅ－製造業」に属する事

業所（国に属する事業所は除く）である。

・ 製造業の定義

⑴ 有機または無機の物質に物理的・化学的変化を加えて新製品を製造し、これを卸売する事業所

が分類される。

ア 主として新製品の製造加工を行っている事業所であること。従って、単に選別や包装だけを

行う事業所は製造業とはしない。

なお、完成された部分品を組み立てるだけの作業（組み立て作業）を行う事業所は製造業に

分類する。ただし、土地に定着する工作物を組み立てる場合は組み立て作業であっても製造業

とはしない。

また、新製品は、必ずしも完成品だけでなく、半製品（例えば鋳放しのままの機械部品）も

これに含まれる。

⑵ 新製品を主として卸売する事業所であること。ただし、製造小売は除かれる。

ア 卸売業または小売業者に販売する場合。

イ 産業用使用者（工場、各種会社、官公庁、等）に大量または多額に製品を販売する場合。

ウ 業務用に主として使用される商品を販売する場合。ここで「業務用に主として使用される商

品」とは、事務用機械および家具、病院、レストラン、ホテルなどの設備、産業用機械（農機

具を除く。）、建設材料（木材、セメント・板硝子など）をいう。

・ 他産業との関係

⑴ 農林水産業との関係

農家、漁家などで製造活動を行っている場合、同一区画内（屋敷内）に工場、作業所とみられ

るものがあり、専従の常用労働者を使用しているときは製造業とする。

⑵ 卸売業、小売業との関係

家庭消費者に主として直接販売するため、製造加工を行うものは製造業としない。



⑶ 修理業との関係

修理を専業としている事業所は製造業とはしないが、船舶修理に従事する事業所については、

製造行為を行っていなくても製造業とする。機械修理工場については、製造または加工された新

製品の出荷がある場合は対象とする。

⑷ 賃加工業との関係

他の業者の所有する原材料に加工処理を加えて加工賃を受け取る賃加工業も製造業とする。

５ 調査の方法

従業者３０人以上の事業所については「工業調査票甲」、従業者２９人以下の事業所については

「工業調査票乙」を用い、申告者（事業所の管理責任者）の自計申告により調査した。

Ⅱ 用 語 の 説 明

１ 事 業 所

工場、作業所、製造所といわれるもので一区画を占めて製造及び加工を行っている事業所をいう。

２ 従 業 者

・ 常用労働者

⑴ 期間を決めず、または１ヶ月を超える期間を決めて雇われている者。

⑵ 日々または１ヶ月以内の期限で雇われていた者のうち、１１月と１２月にそれぞれ１８日以上

雇われた者。

⑶ 重役、理事などの役員のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受けている者。

⑷ 事業主の家族で、その事業所に働いている者のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受けてい

る者。

・ 個人事業主及び無給家族従業者

業務に従事している個人事業主、その家族で無報酬で常時就業している者。

３ 現金給与総額

１年間に「常用労働者に対してきまって支給された給与（基本給、諸手当等）及び特別に支払われ

た給与（期末賞与等）の額」と「その他の給与額」の合計であって税込みの金額（所得税、保険料、

組合費等）である。

その他の給与額とは、常用労働者に対する退職金、解雇予告手当並びに常用労働者に含まれない臨

時及び日雇の者に対する諸手当等である。

４ 原材料使用額等

１年間における「原材料（補助材料、包装材料、工場維持用材料、消耗品等）使用額」、「燃料使

用額」、「電力使用額（自家発電除く）」、「委託生産費」、「製造等に関連する外注費」、「転売

した商品の仕入額」の総額である。



５ 製造品出荷額等

１年間における「製造品出荷額」、「加工賃収入額」、「修理料収入額」、「製造工程から出たく

ず・廃物の出荷額」、「その他の収入額」の総額である。

６ 粗付加価値額

粗付加価値額 ＝ 製造品出荷額 －（内国消費税額 ＋ 推計消費税額）－ 原材料使用額等

７ 利用上の注意

⑴ 単位未満及び百分率は四捨五入して計算してある。

⑵ この統計数字は、国の公表に先立ってとりあえず市において集計を行い公表するもので、後日

経済産業省が公表する数値と多少相違することがある。

⑶ 統計表中の産業中分類は、紙面の都合で略してある。（別表１参照）

⑷ 統計表中の記号

「0.0」……… 単位未満

「－」 ……… 該当数値なし

「…」 ……… 不詳または調査されていないもの。

「Ｘ」 ……… １又は２の事業所の数値が前後の関係から判明する場合の秘匿箇所である。ま

た、３以上の事業所であっても１又は２の事業所が判明する場合等は秘匿とし

た箇所である。

ただし、指定統計調査の結果における従業者数の取扱いについては、秘匿を解

除することができることとなったため、平成１７年の公表より従業者数の秘匿

は行っていない。

「△」 ……… マイナス

Ⅲ 日本標準産業分類の改訂について

平成２０年調査から日本標準産業分類の改訂に伴い、工業統計調査用産業分類を改訂している。主

な変更点は次のとおりである。

・旧中分類「１１繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く）」と「１２衣服・その他の繊維製品

製造業」を統合し、中分類「１１繊維工業」を新設した。

・旧中分類「２６一般機械器具製造業」、「３１精密機械器具製造業」及び「３２その他の製造

業」の小分類「３２８武器製造業」を統合・再編し、中分類「２５はん用機械器具製造業」、

「２６生産用機械器具製造業」及び「２７業務用機械器具製造業」を新設した。

・旧中分類「１１繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く）」、「１２衣服・その他の繊維製品

製造業」、「２６一般機械器具製造業」及び「３１精密機械器具製造業」を廃止した。

・商品分類番号が変更された。

等である。

したがって、以前の調査年と比較する場合は注意を要する。


